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1．序

　日本企業の新事業開発は，一定の戦略や経営管理システムのもとでの成功

確率が高いω。しかし，組織の協働システムに携わる構成員にどのような価

値観や思考様式が共有されているか，という目にみえない側面の違いが，新

＊この研究は，関西生産性本部・経営実態調査委員会による調査を基礎としている。その調

　査では，1990年10月に東証・大証一部上場企業（1214社）および従業員2000名以上の非上

場企業（193社）を対象としたアンケート調査の実施・分析を行い，393社（回収率：

27．9％）から回答を得ることができた。業種別の内訳は，製造業214社（鉄・機械・輸送機

　器66社，電機・精密44社，化学53社，食品・繊維51社），非製造業179社（建設40社，商業

48社，金融・証券・保険47社，運輸・電力・ガス・サービス44社）である。

（1）山田［1992a］，［1992b］を参照。
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事業開発の成功確率の違いをもたらしているかどうかの分析も課題であっ

た（2）。そのためには，新事業開発と組織文化との関係を分析する必要がある。

　本稿では，まず，日本企業の組織文化の定量的な測定を試みる。日本企業

の組織文化の違いはどのような軸でとらえることができるか，その軸をもと

にすればどのような類型化ができるかという問題を議論する。次に，その違

いは，新事業開発の成功確率や基本戦略とどのような関係を持つのかを明ら

かにする。

皿．組織文化の測定

　1．組織文化の概念

　組織文化は，1980年代の経営学および企業経営に関する鍵概念の一つであ

る。組織文化は，「組織構成員によって共有された価値，信念，規範」と定義

される（3）。価値とは，何が善で何が悪か，何が公正で何が不公正か，何が望ま

しくて何がよいかについての観念である。信念とは，企業とそれをとりまく

世界がどのようになっているかについての観念である。最後の規範とe＃　，組

織のなかでどのように行動するべきかについての観念である。

　組織の構成員によって共有された目に見えない特性が，組織の行動に影響

を及ぼすという発見は，経営学や組織論における重要な発見の一つである。

それは，一定の組織機構やシステムがもたらす影響ではなく，企業という場

（2）　LLf田　［1992b］，　pp．79－81．

（3）組織文化は，経営学や組織論の基本概念の一つであるが，いまだに確定された定義は

　存在しない。これまでの定義は，大きくは，次の三つの立場に分かれるとされる。

　①文化を人々の内部に内在化されたもの，すなわち目に見えないレベルでとらえよ

　　うとする立場。この立場では，文化とは，その構成員に共有された価値，信念，規範

　　と定義される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　②人々の行動様式，制度，文化的産物という目に見えるレベルでとらえようとする立

　　場。この立場では，文化とは，人々の行動様式ととらえられる。
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がもたらす影響力であるともいえる。しかしながら，実務家は，組織のもつ

目に見えない特性が組織の行動に影響を及ぼすことを常識として理解し，関

心をもっていた。その意味で，組織文化の重要性の発見は，再発見と呼ぶべ

きものかもしれない。

　組織文化の概念は，70年代に盛んであった戦略経営ないし分析的戦略論に

対する批判としての意味をもつ。戦略経営や分析的戦略論の手法は，環境の

機会や脅威を徹底的に分析して，それに適合した資源展開を行うことであ

る（4）。そのために，経験曲線やPPM（プロダクト・ポートフォリオ・マネジ

メント）などの実践的な戦略手法を生み出した。しかしながら，その一方で

「分析マヒ症候群（paralysis　by　analysis　syndrome）」と呼ばれる逆機能が生

じ，組織の環境適応能力が低下していく現象をもたらしたことも事実であ

る。

　このような戦略経営に対する批判の象徴が，ピーターズとウォーターマン

の「エクセレント・カンパニー」の研究であった（5＞。彼らは，六つの業界で

20年間にわたって優れた地位を保持している企業43社を選択して，それらに

は八つの共通する基本的な特質のあることを明らかにした⑥。その特質の多

くは，戦略経営の手法や分析的戦略論の主張とは，主として次の三つの点で

　③　第一と第二の立場を総合した包括的な立場。

　　この三つの立場は，お互いに排他的ではない。人々の観念のレベルにある文化をとら

　えるには，人々の行動や制度，文化的産物を観察し，そこから文化を抽象することが必

　要である。第二の立場でも，文化を探るには，さまざまな行動や文化的産物を観察し，

　標準的なものとそうでないものとを識別しなければならない。そのためには，人々の観

　念に注目する必要もある。

　　この研究では，組織文化の概念は，単に行動のレベルではなく，人々の観念のレベル

　にまで言及することによって意味をもつと考える。したがって，厳密にいえば，第一の

　立場に依拠しているといえるだろう。

　　加護野［1989］，加護野他［1992コ，第3章を参照。

（4）戦略経営については，Aaker［1984］などを参照。

（5）Peters　and　Waterman［1982コ．
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異なる（7）。

　（1）戦略経営の特徴は，合理的な計算にもとつく戦略計画であるが，エク

　　セレント・カンパニーの行動様式の特徴は，実験主義・試行錯誤主義で

　　ある。

　（2）戦略経営は，本社の戦略スタッフを中心とした集権的色彩の濃い組織

　　であるが，エクセレント・カンパニーの多くは分権的組織であり，自主

　　性や企業家精神が尊：重される。

　（3）戦略経営を行う企業には，組織体の構成員に価値観の共有はみられな

　　いが，エクセレント・カンパニーでは同じ価値観が共有されていた。

　エクセレント・カンパニーでは，組織体の構成員の行動を導く戦略計画が

なくとも，共有された価値観にもとづいて構成員が行動することで成果をあ

げていたのである。したがって，エクセレント・カンパニーの研究は，共有

された価値観の機能と重要性を指摘しているといえる。この共有された価値

観は，組織文化の実体の一つにほかならない。このように，組織文化の概念

は，組織の環境適応あるいは戦略という組織論におけるマクロ的な現象との

かかわりで議論されることが多い。その意味で，組織文化の概念は，組織風

土や集団規範などの概念とは違った新しさをもっともいえる〔8）。

（6）八つの基本的な特質は，次の通りである。

　　①行動の重視，②顧客に密着する，③自主性と企業家精神，④ヒトを通じての生産性

　向上，⑤価値観に基づく実践，⑥基軸から離れない多角化，⑦単純な組織と小さな本

　社，⑧厳しさと緩やかさの両面を併せもつ。

　　peters　and　Waterman［1982］を参照。

（7）坂下［1992］，pp，91－92．

（8）組織文化の概念は，組織風土や集団規範の概念とまったく同じものとはいえない。組

　織風土や集団規範の概念は，職場の小集団の士気やモチベーションとのかかわりで議

　論されてきた。しかし，組織文化の概念は，戦略や組織の環境適応とのかかわりで議論

　されることが多い。

　　加護野他［1992］，第3章を参照。

　　組織風土の概念については，Litwin　and　Stringer［1968コを参照。
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　この研究では，一社一回答をもとに組織文化を定量化するという方法を採

用した。この方法は，得られた回答がその企業の組織文化をどの程度代表で

きるかについて不安がある。しかし，あくまで第一次的接近であるという前

提のもとで分析を行うことはできる。その場合，意見や観念を聞くという方

法はリスクが大きい。回答老の主観が介入する余地が大きく，それが共有さ

れたものであるという保証もないからである。そこで，組織のなかのさまざ

まな行動や制度を測定し，それをもとに組織文化を抽出するという方法を用

いることにした。そのためには，質問票は，できるだけ観察可能な行動のレ

ベルから測定できるように設計する必要がある。

　その際に問題となるのは，どのような側面すなわち次元をみることで組織

文化を抽出するかという問題である。次に，組織文化の次元について考えて

みよう。

　2．組織文化の次元（9）

　組織構造の定量的な分析は進んでおり，多く⑱人々が共有できる測定手段

が確立されている。しかし，組織文化にはそのような共有された測定手段が

存在しない。組織文化の定量的な分析の問題は，組織文化の次元が確定され

ていないということなのである。そのため，この研究では，これまでの経営

学における組織文化についての議論を参考にして，先験的な四つの次元のグ

ループを設定した。

　その第一は，組織の編成と運用についての次元である。第二は，組織にお

けるコミュニケーションの様式についての次元である。第三は，組織と環境

とのかかわり方についての次元である。第四は，個人と組織とのかかわりに

ついての次元である。表1は，それぞれの次元とそれに対する測定項目を示

したものである。次に，選択された次元を説明しよう。

（9）組織文化の次元のより詳しい分析は，加護野他［1992コ，第3章を参照。
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表正　組織文化の次元

（1）組織の編成と運用

公式性

42：経営者・管理老の責任と権限が明確に規定されている

44：組織は機能別に編成されている

46二職務マニュアル、規則が整備されている

柔軟性

01：計画や予算にとらわれず柔軟に仕事ができる

13：公式に定められた権限や責任にとらわれず協力が行われている

241生産やサービスの柔軟性が強みになっている

プロジェクト編成

03：組織機構にとらわれず，プロジェクト単位での組織編成が行われている

04：プロジェクト・チームに高度の自律性が与えられている

ライン主導

16：スタッフ部門よりライン部門の発言力が大きい

33：戦略計画の策定にあたっては，スタッフが重要な役割を演じている（一）

45：スタッフ部門に優秀な人材が投入されている（一）

47：スタッフ部門が情報の取入れ口になっている（一）

厳格な管理

29：実行計画や予算の実行状況が継続的にフォローされ，分析されている

32：四半期，半期の収益管理が厳しく行われている

分権

30：事業単位には業務遂行に関して大きな責任と権限が与えられている

38：資源配分の権限はトップに集中している

（2）組織におけるコミュニケーションの様式

横断的な情報共有

06：横断的な人事移動が頻繁に行われている

11：異質な人の組み合せが重視される

191部署間の情報交流が頻繁に行われている

20：社内の成功例がモデルとして周知され，それに続くプロジェクトがすばやく実行

　　される

情報伝達の公式性

43：命令・報告経路がきっちりと定められている

26：公式の経路以外に，様々な人脈や情報ネットワークがはりめぐらされている（一）

48：経営陣は公式の経路以外にも，多様な情報ネットワークを持っている（一）

あいまい情報に対する敏感さ

08：あいまいであっても鮮度の高い情報には敏感に反応する

39：体系的な予測情報が重視される（一）

40：新しい行動をとるために，市場調査が体系的に行われている（一）

（3）企業と環境とのかかわり方

実験主義

05；面白いアイデアは多少の危険があっても実行される
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10：新しい試みが実験的に実行に移される

リスクテーキング

07：失敗を恐れず高い目標が設定される

09：経営トップは，時には無理とも思える決断をする

分析主導

31：提案は慎重に分析・検討されてから実行に移される

35：市場や技術の将来予測のために大量の資源が投入される

49：体系的な数値・情報が重視される

戦略主導

36：各事業単位は，担当する製品・市場に合わせてそれぞれ競争戦略を立案する

41：戦略・実行計画が遵守されている

ビジョン的戦略

17：経営戦略は，具体的な計画というよりはビジョンに近い

28：経営戦略が実行計画・予算として具体化されている（一）

変化許容度

12：変化がむしろ常態と考えられている

18：変化は，脅威というよりもむしろチャンスとして積極的にとらえられている

現場主義

15：提案制度や小集団活動を通じて，現場の知恵が活用されている

24：我が社の強みは，小さな改善を積み重ねることによって築かれている

271現場からの生の声が重視されている

突出

22：社内の和を乱さないように，無理のない資源配分が行われる（一）

34：有望な製品・市場分野には重点的に資源配分が行われる

余裕の重視

21：不測の事態に対応できるように，余裕資源がつねに蓄えられている

37：無理のない実行計画が策定される

14：社内の緊張が意識的につくりだされている（一）

（4）個人と組織の関係

個性の尊重

02　：仕事の面白さや課題への挑戦が，士気を盛り上げている

23：個人のユニークさや独創性が尊重される

50：定まった仕事をきっちりとやりぬく人が尊重される（一）

注　項目の左の数字は，質問票の番号。
　　質問票では，項目はランダム化されているため，一つの次元に関する質問は，ひ
　とまとめにはされていない。
　　項目の後ろにつけられた（一）の印は，その項目が，次元の意味とは逆の意味を
　もつ項目であることを示す。
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（1）組織の編成と運用

　　組織文化は，組織の編成と運用に反映される。組織の編成と運用は，

　長期的には組織文化を形作ることができる。この要素の背後には，組織

　についての考え方がある。組織とは何か，組織的な協働を行うには何が

　必要か，そのために人々はいかに行動すべきかについての信念や規範

　は，組織文化の重要な構成要素である。組織編成や組織の運用がどのよ

　うに行われているかをみることで，その背後にある組織文化を探ること

　ができる。

　　この次元のグループは，六つの次元で構成される。第一ば，公式性の

　次元であり，組織における仕事の形式化されている程度を示す。第二

　は，柔軟性の次元であり，組織の分業の枠組みや規則にとらわれること

　なく仕事のできる程度を示す。第三は，フ．ロジェクトチームという柔軟

　な組織編成がどの程度採用されているかを測定する次元である。この次

　元は，組織の柔軟性の次元をより特定化した次元でもある。第四は，ラ

　イン主導かスタッフ主導かを測定する次元である。第五は，管理の厳し

　さを測定する次元である。第六は，分権化の次元であり，事業単位へど

　の程度自律性が与えられているかを測定するためのものである。これら

　の六つの次元のうち，第四以下の次元は，ピ一々ーズとウォーターマン

　の研究をもとにしている。

（2）組織におけるコミュニケーションの様式

　　組織文化は，コミュニケーションという現象と緊密にかかわる。どの

　ような情報をだれにどのような方法で伝えるかは，組織の価値．信念．

　規範によって規定される。そのため，どのようなコミュニケーションが

　行われるかをみることで，その背後の組織文化を知ることができる。

　　この次元のグループは，三つの次元で構成される。第一は，横断的な

　情報共有がどの程度行われているかを示す次元である。第二は，組織内

　部の情報の伝達がどの程度公式化されているかを示す次元である。第三
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　は，あいまいではあっても鮮度の高い情報に対してどのような感度をも

　つかを測定する次元である。

（3）企業と環境とのかかわり方

　　組織文化は，企業と環境とのかかわり方にも反映される。企業と環境

　との関係はどうあるべきか，企業は変化する環境に適応するためにはど

　うするべきか，についての価値，信念，規範は，組織文化の重要な構成

　要素である。環境の変化に対してどのように対応しているかをみること

　で，その企業の文化を知ることができる。

　　この次元のグループは，九つの次元で構成される。第一は，環境への

　適応行動が能動的であるか受動的であるかを示す次元である。第二は，

　能動的な環境への適応がどの程度の幅で行われるかを測定する次元であ

　る。第三は，環境への適応に際して，論理的な分析がどの程度重視され

　るのかを示す次元である。第四は，分析主導の程度を戦略や計画の視点

　から測定する次元である。第五は，戦略が計画ではなく，どの程度ビ

　ジョンとして示されているかを測定する次元である。第六は，変化を基

　本的にはどう考えるのかを測定しようとする次元である。この研究で

　は，変化をチャンスと考えるのか脅威と考えるのかという価値観の違い

　を測定する。第七以下の次元は，環境適応が漸進的に行われるか，突出

　的に行われるかを測定するためのものである。第七は，環境へのインク

　リメンタルな適応の程度を測定する次元である。第八は，環境への飛躍

　的な適応行動がどの程度行われるかを測定しようとする次元である。第

　九は，環境適応に際して，余裕資源が重視される程度を測定するための

　次元である。

（4）個人と組織の関係

　　組織文化は，個人と組織との関係にも反映される。この研究では，個

　人の個性がどの程度尊重されているかを測定するための次元を設定し

　た。
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　ここで選択された諸次元は，必ずしも網羅的ではない。これまでの研究

で，組織の成果や適応力に影響を及ぼすと考えられてきた側面に注目したも

のであるからである。しかし，分析の目的は，これらの次元や項目の個々の

意味を明らかにすることではない。』むしろ，それらを通じて，日本企業の組

織文化を構成する基本的な因子を探ることにある。次に，その因子を明らか

にしよう。

　3．組織文化の構成因子㈹

　表！の50項目についての回答をもとに，因子分析が行われた。得られた回

答の定量化にあたっては，それぞれの項目に対応して，「まったくその通り」

から「まったく違う」までの，5段階の選択肢が与えられ，その回答に対し

て，肯定的なものから順に，5点から1点までの得点を与えるという方法が

とられた。

　分析の結果，固有値が1以上の因子は12であったが，累積寄与率が45％を

超える6因子を選択してバリマックス回転を行い，六つの因子が抽出され

た。ここでは，上位四つの因子の意味を考えてみよう（表2）。

　第一は，変化肯定文化（変化敏感型か慎重型か）の因子である。

　この因子の負荷量は，「変化許容度」「横断的な情報共有ゴ「実験主義」「個

性の尊重」「柔軟性」の先験次元の項目が正の方向に大きい。最：も負荷量の大

きい項目は，「変化がむしろ常態と考えられている」という項目である。ま

た，「あいまい情報にたいする敏感さ」「リスクテーキング」「プロジェクト編

成」などの先験次元も包括している。

　この因子は，組織機構にとらわれず，柔軟な組織の編成や協力関係をもと

にして，環境の変化に積極的に対処しようとする企業家的な文化を反映する

と解釈できる。この因子が正であれば，変化や革新は基本的にはよいことで

（10）加護野他［1992］，第3章を参照。
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表2　日本企業の組織文化の構成因子

構成因子 因子負荷量 固有値 累積寄与率

第一因子：変化肯定性 11．33 22．66

柔軟性・公式的な権限や責任にとらわれない協力 0．67259

柔軟性・計画や予算にとらわれない仕事の柔軟性 0．50601

プロジェクト編成・プロジェクトチームの高度の 0．61711

自律性

プロジェクト編成・プロジェクト単位での組織編

ｬ横断的な情報共有・異質な人の組み合せの重視
0．50991

O．69673

横断的な情報共有・社内の成功例のモデル化 0．59579

横断的な情報共有・頻繁な横断的人事移動 0．54500

横断的な情報共有・頻繁な部署間の情報交流 0．51826

あいまい情報に対する敏感さ・高鮮度情報に反応 0．63141

実験主義・新しい試みの実験的な実行 0．68185

実験主義・面白いアイデアの実行 0．63389

リスクテーキング・失敗を恐れず高い目標設定 0．62019

変化許容度・変化を常態と考える 0．72155

変化許容度・変化は脅威よりもチャンス 0．64470

現場主義・現場からの生の声の重視 0．53801

個性の尊重・ユニークさや独創性の尊重 0．67302

個性の尊重・仕事の面白さや課題挑戦 0．54400

第二因子：分権管理 4．83 32．31

公式性・管理老の責任と権限の明確な規定 0．61434

公式性・職務マニュアル，規則の整備 0．54797

厳格な管理・計画や予算の実行状況の継続的フォ 0．73075

ロー

厳格な管理・四半期・半期の厳格な収益管理 0．58257

分権・事業単位への責任・権限の付与 0．57514

情報伝達の公式性・命令・報告経路の規定 0．60540

戦略主導・戦略・実行計画の遵守 0．58231

戦略主導・事業単位ごとの競争戦略の立案 0．50676

ビジョン的戦略・経営戦略の具体化 0．67819

第三因子：漸進主義 1．97 36．25

分析主導・提案の慎重な分析・検討 0．60009

現場主義・小さな改善の蓄積による強み 0．61466

突出・社内和重視の資源配分 0．54041

余裕の重視・無理のない実行計画の策定 0．62849

第四因子：スタッフ主導 1．84 39．93

ライン主導・スタッフ部門よりライン部門の発言 一〇．6893！

力大 噛

ライン主導・スタッフ部門が情報の取り入れ口 0．53965

ライン主導・スタッフ部門への人材投入 0．50421

注サンプル数377社，製造業208社，非製造業169社。
　　一項目でも欠測値のある企業は除外されている。
　　因子負荷量0．5以上。累積寄与率は，％で表示。
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あるという価値，企業という組織体は変化に対して積極的に対応すべきであ

るという信念，革新のためには，それまでの規則や慣行にとらわれる必要は

ないという規範を反映している。この因子が負であれば，慎重型の文化をも

つと考えられる。

　第二は，分権管理文化（分権管理型か調整管理型か）の因子である。

　ζの因子の負荷量は，「厳格な管理」「公式性」「情報伝達の公式性」の先験

次元の項目が正の方向に大きい。また，「戦略主導」「分権」の項目も含んで

いる。最も負荷量の大きい項目は，「実行計画や予算の実行状況が継続的に

フォローされ，分析されている」という項目である。さらに，「ビジョン的戦

略」の’（一）項目である「経営戦略が実行計画・予算として具体化されてい

る」も正の方向に負荷量が大きい。

　この因子は，事業部門に権限を委譲し，戦略の策定および計画や予算を通

じて，分権化した組織を厳しく管理するという組織文化を反映すると解釈で

きる。企業における意思決定は，それぞれの部門に委譲するが，徹底したコ

ントロールは行うという価値や信念を示す因子である。この因子が負であれ

ば，調整管理型の文化をもつと考えられる。

　第三は，漸進主義文化（漸進型か突出型か）の因子である。

　この因子の負荷量は，「余裕の重視」「現場主義」「分析主導」の先験次元の

項目が正の方向に大きい。最も負荷量の大きい項目は，「無理のない実行計

画が策定される」である。さらに，「突出1の次元の（一）項目である「社内

の和を乱さないように，無理のない資源配分が行われる」も正の方向に負荷

量が大きい。

　この因子は，変化への適応に際して，無理や突出は避け，多くの面での配

慮をしながら，漸進的に適応しようとする価値や信念を反映すると解釈でき

る。この因子が負であれば，突出型の文化をもつと考えられる。

　第四は，スタッフ主導文化（スタッフ重視型かライン軍視型か）の因子で

ある。

一102一



日本企業の新事業開発と組織文化　327

　この因子の負荷量は，「ライン主導」の先験次元の「スタッフ部門よりライ

ン部門の発言力が大きい」という項目が最も負の方向に大きい。他の「ライ

ン主導」の次元の（一）項目も正の方向に負荷量が大きい。

　この因子は，ラインよりもスタッフが重視されるような組織文化を反映す

ると解釈できる。スタヅフ部門を通じて環境の変化を認知し，スタッフのも

つ体系的な知識をもとにして，環境へ合理的に適応していこうという価値や

信念を示す因子である。この因子が負であれば，ライン主導型の文化をもつ

と考えられる。

　それでは，ここで抽出された因子は，どのような理論的意味をもつのだろ

うか。分析の結果で注目すべきことは，異なると考えられてきた経営の諸側

面が，同時に一つの因子に包含されていることである。その典型的な例は，

第一因子である。第一因子には，先験次元として設定した四つのグループの

次元が含まれている。すなわち，組織の編成と運用，組織におけるコミュニ

ケーションの様式，企業と環境とのかかわり方，個人と組織の関係，などの

多様な側面が一つの因子と緊密な関係をもつ。このことから，企業の環境適

応行動，組織の編成や運用，組織内のコミュニケーション，個人と組織のか

かわり方，などの経営戦略や組織に関するさまざまな側面は，組織で共有さ

れた価値や信念，すなわち組織文化を共通の土台として導かれていると解釈

できるのである。

　次に，ここで得られた文化の構成因子をもとにして，日本企業の新事業開

発と組織文化とのかかわりを考えてみよう。

皿．新事業開発と組織文化

　1．新事業の成功確率と組織文化

　日本企業の新事業開発と組織文化とは，どのような関係をもつのだろう

か。まず，因子分析で抽出された四つの因子にもとづいて，製造業と非製造
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業別に，因子スコアの平均値を比較して，新事業の成功確率との関係をみて

みよう（表3，表4）。

比較結果から，製造業と非製造業は，対照的な組織文化の平均像を持つこ

とがわかる。製造業は，慎重・調整管理・突出・ライン重視型の文化であ

る。これに対して，非製造業は，変化敏感・分権管理・漸進・スタッフ重視

型の文化である。スタッフ重視かライン重視かの違いは，統計的に有意な差

を示す。しかし，新事業の成功確率との関係でみれば，次のような点を確認

できる。

第一に，うまくいっている企業の文化は，平均的にみればよく似ている。

表3　組織文化の平均像

製造業（N＝208）　　　非製造業（N＝169）

変化肯定性

ｪ権管理
Q進主義
Xタッフ主導＊＊

一〇．02（1．01）　　　　　　　　　　　　　0．02（0．99）一〇．04（1．Ol）　　　　　　　　　　　　　0．05（0．99）一コ口05（1．00）　　　　　　　　　　　　　0．06（1．Ol）

黶Z．24（0．97）　　　　　　　　　　　　　0．29（0．96）

注　両側七検定：＊5％水準で有意，＊＊1％水準で有意。
　　Nは企業数。かっこ内は標準偏差。
　　一項目でも欠測値のある企業は除外されている。

表4　新事業の成功確率と組織文化

製造業（N＝185） 成功　　　　　　　非成功

変化肯定性＊ 0．23（1．14）　　　　　　　　　　　　一〇．16（0．95）

分権管理＊ 0．40（0．90）　　　　　　　　　　　　一〇．03（1．02）

漸進主義 0．15（1．Ol）　　　　　　　　　　　一〇．ll（0．94）

スタッフ主導＊ 一〇。06（0．92）　　　　　　　　　　　　一〇．37（0．94）

非製造業（N＝148） 成功　　　　　　　　非成功

変化肯定性＊＊ 0．34（0．89）　　　　　　　　　　　一〇．18（1．00）

分権管理＊ 0．14（1．02）　　　　　　　　　　　　一〇．20（0．82）

漸進主義＊＊ 0．29（1．07）　　　　　　　　　　　　一〇．22（0．91）

スタヅフ主導＊＊ 0．52（0．97）　　　　　　　　　　　　　0．07（0．90）

注　両側t検定：＊5％水準で有意，＊＊！％水準で有意。
　　Nは企業数。かっこ内は標準偏差。
　　一項目でも欠測値のある企業は除外されている。
　　新事業の成功・非成功の類別は，質問票の回答にもとつく。
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製造業では，変化敏感・分権管理・漸進・ライン重視型の文化である。非製

造業では，変化敏感・分権管理・漸進・スタッフ重視型の文化である。いず

れも，それぞれの平均像とは異なるが，スタッフ重視かライン重視かを除い

て共通している。

　第二に，うまくいっていない企業の文化もよく似ている。製造業では，慎

重・調整管理・突出・ライン重視型の文化であり，非製造業では，慎重・調

整管理・突出・スタッフ重視型の文化である。やはり，スタッフ重視かライ

ン重視かは，製造業と非製造業で逆転するが，それ以外は同じ特徴である。

　したがって，製造業と非製造業との違いにかかわらず，新事業をうまく立

ち上げている企業の文化は，変化敏感・分権管理・漸進型であることを理解

できる。そして，うまく立ち上げていない企業との違いは，製造業の漸進か

突出かの軸を除いて，統計的に有意な差を示している。

2．基本戦略と組織文化

次に，基本戦略と組織文化との対応関係では，次のような点を確認できる

（表5）。

（1）個々の基本戦略に合わせて組織文化も創造される。基本戦略によっ

　て，組織文化の特徴の組み合わせば異なる。

（2）製造業と非製造業に共通する戦略でも異なる文化の特徴をもつ。たと

　えば，ニーズ・既成市場・少数厳選型戦略は，製造業では，調整管理・

　突出・ライン重視型の文化であるが，非製造業では，分権管理・漸進・

　スタッフ重視型の文化である。NS・既成市場・少数厳選型戦略は，漸

　進か突出かの軸を除いて，製造業と非製造業で文化の特徴が逆転する。

（3）非製造業の基本戦略は，すべてスタッフ重視型の文化である。

（4）ニーズ志向を重視する戦略は，製造業では，突出・ライン重視型の文

　化である。非製造業では，分権管理型の文化である。

　　ニーズ志向でもシーズ志向でもない戦略は，製造業では，慎重・ライ
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表5　基本戦略と組織文化

製造業 変化肯定 分権管理 漸進主義 スタッフ主導

ニーズ・新・少数 0．41 0．23 一〇』8 一〇．23

ニーズ・既成・少数 一〇20 一〇．17 一〇．10 一〇．25

NS・既成・少数 一〇．13 一〇．26 0．12 一〇．28

シーズ・新・少数 0．01 0．45 0．35 0．03

NS・新・少数 一こ口33 0．47 一〇．33 一〇．04

F値 L68 2．D8＋ 1．04 0．40

非製造業 変化肯定 分権管理 漸進主義 スタッフ主導

ニーズ・既成・少数 一〇．14 0．29 0ユ1 0．28

ニーズ・既成・NS 一〇ユ2 0．67 一〇．09 0．42

ニーズ・NS・少数 0．35 0．23 0．07 0．07

NS・既成・少数 0．02 0．18 0．52 0．30

NS・NS・NS 0．26 一〇．36 一〇．08 0．22

F値 0．74 1．93 0．74 0．24

注十10％水準で有意，＊5％水準で有意，＊＊1％水準で有意。
　　サンプル数，製造業75社，非製造業77社。一項目でも門田値のある企業は除外さ
　れている。戦略が「どちらともいえない」場合，「NS」と表している。

　　ン重視型の文化であるが，非製造業では，変化敏感型の文化である。

　（5）既成市場への参入を重視する戦略は，製造業では，慎重・調整管理・

　　ライン重視型の文化であるが，非製造業では，分権管理型の文化であ

　　る。

　　　新市場の創造を目指す戦略は，製造業で分権管理型の文化である。

　　　既成市場参入志向でも新市場創造でもない戦略は，非製造業で変化敏

　　感型の文化である。

　（6）少数厳選投資戦略は，非製造業で分権管理・漸進型の文化である。

　　　少数厳選投資でも分散投資でもない戦略は，非製造業で突出型の文化

　　である。

　それでは，うまくいく基本戦略と組織文化とは，どのような対応関係があ

るのだろうか。基本戦略の違いにもとづいて，うまくいく企業とそうでない

企業とを比較しよう（表6）。
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表6　基本戦略の成功確率と組織文化

製造業 変化肯定 分権管理 漸進主義 スタッフ主導

成功　非成功 成功　非成功 成功　非成功 成功　非成功

ニーズ・新・少数

jーズ・既成・少数

mS・既成・少数
Vーズ・新・少数

mS・新・少数

0．44　0．40

|0．11　－0．27

P．26　－0．25

O．38　－0．15

|0．92　0．15＊

0．26　0．21

O．15　－0．39

P．32　－0．39

O．35　0．49

O．81　0．18

0．62　－0．43＊＊

O．07　－0．21

|1．10　0．22

|0．12　0．56

|0．38　－0．27

一〇．27　－0．21

|0．04　－0．40

O．46　－0．34

|0．16　0．12

O．27　－0．30

非製造業 変化肯定 分権管理 漸進主義 スタッフ主導

成功　非成功 成功　非成功 成功　非成功 成功　非成功

ニーズ・既成・少数

jーズ・既成・NS
jーズ・NS・少数
mS・既成・少数

mS・NS・NS

一〇．17　－0．32

O．46　－0．90＊＊

O．40　0．28

O．51　－0．57

O．65　－0．14

0．26　0，15

O．95　0．20＋

O．53　－0．27＋

O．16　0．2！

O．06　ヨ．78

0．45　－0．45＋

黶Z．18　－0．06

O．16　－0．07

O．65　0．36

O．19　－0．34

0，53　0．20

f，69　－0，11

O，34　－0．37

O．32　0．29

O．33　0．11

注　両側七検定1十10％水準で有意，＊5％水準で有意，＊＊1％水準で有意。
　　サンフ．ル数，製造業75社，非製造業77社。一項目でも欠測値のある企業ば除外さ
　れている。戦略が「どちらともいえない」場合，「NS」と表している。
　　新事業の成功・非成功の類別は，質問票の回答にもとつく。

　ここでは，組織文化とうまくいく戦略との次のような対応関係を確認でき

た。

　（1）ニーズ志向でうまくいく戦略は，製造業で漸進型の文化である。

　（2）ニーズ志向でもシーズ志向でもない戦略でうまくいくのは，製造業で

　　スタッフ重視型の文化であり，非製造業では，変化敏感型の文化であ

　　る。

　（3）既成市場参入志向でうまくいく戦略昧，製造業で分権管理型の文化で

　　ある。

　（4）既成市場参入志向でも新市場創造志向でもない戦略でうまくいくの

　　は，非製造業で分権管理・漸進型の文化である。

　（5）少数厳選投資志向でも分散投資志向でもない戦略でうまくいくのは，

　　非製造業で変化敏感型の文化である。

　これまでの分析結果から，次のような結論を導くことができる。
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　第一に，新事業開発の成功確率の違いは，組織文化の違いによっても説明

される。製造業と非製造業の平均的な組織文化は異なるが，それぞれの業種

で成功確率を高める鍵となる文化の特徴がある。

　第二に，成功確率の高い企業の組織文化は，製造業と非製造業とを問わ

ず，よく似ている。逆に，うまくいかない企業の文化もよく似ている。

　第三に，スタッフ重視かライン重視かの違いは，製造業か非製造業かの違

いによって説明される部分が大きい。

　第四に，新事業開発の基本戦略に合わせて，組織文化も創造される。しか

し，うまくいく戦略には共通する対応関係がある。

　3．組織の：有効性と組織文化

　ここまでの分析から得られた結果で，経営学で提示されてきた優良企業の

要因とは異なるものがある。

　その第一は，ライン重視型文化の優位性についてである。ピーターズと

ウォーターマンによれば，優良企業に共有される基本的な特質の一つは小さ

な本社であった。組織形態を単純に保ち，本社スタッフを少人数にしている

のである。すなわち，優良企業は，スタッフ重視型ではなく，ライン重視型

である。

　しかし，ここでの分析結果は，彼らの主張と必ずしも一致しない。たとえ

ば，製造業のニーズ志向でもシーズ志向でもない基本戦略は，スタッフ重視

型の文化をもつ企業の方がうまくいく。非製造業でうまくいっている企業の

文化は，平均的にも基本戦略でもスタッフ重視型である。このように，必ず

しもライン重視型の文化をもつ企業の方がうまくいくとはいえない。

　第二は，組織の創造性を生み出すための突出の効果についてである。竹内

他は，事業展開について次のように主張している（11）。

（11）竹内他［1986コ，pp．　330－333．
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　「企業の自己革新の出発点は，古い秩序を破壊し，新しい秩序を生み出す

ようなカオスをつくりだすことである。」

　「事業展開を構想する場合，新しい情報が市場から組織内に継続的に入っ

てカナスを創発し，情報創造を誘発するという視点から構想される方が望ま

しい。」

　これらの命題は，事業を創造するために，意識的なカナスの創造を提唱し

ている。そのためには，組織構成員の視点を転換させる必要があるとされ，

その手段としてミドルを中心とした小集団による戦略的突出が提示され
る（12＞。

　しかしながら，分析の結果からは，突出型の文化を持つ企業の新事業開発

がうまくいくとはかぎらない。新事業開発のうまくいく企業は，製造業と非

製造業を問わず，平均的には漸進型の文化をもつ。基本戦略でみても，うま

くいっている企業には漸進型の文化の企業がある。たとえば，製造業のニー

ズ志向型の戦略では，漸進型の文化を持つ企業がうまくいっている。非製造

業の既成市場参入志向でも新市場創造志向でもない戦略でも，漸進型の文化

の企業がうまくいく。

　それでは，なぜこのような結果が得られるのだろうか。まず，なぜスタッ

フ重視型の文化の方がうまくいくのだろうか。その理由の一つは，経営資源

の特異性の違いである。製造業のニーズ志向でもシーズ志向でもない戦略

は，スタッフ重視の方がうまくいく。製造業では，自己の技術をもとに戦略

を明確にする方がうまくいく。しかし，自己の技術の特異性を高めることが

できなければ，戦略に「あいまい」な部分を残しておき，スタッフを中心と

して競争者の動きに機動的に対応する方がうまくいくのだろう。

　また，非製造業の中核資源は，情報的資源である。その情報的資源は，

個々の現場が取り入れ口となっている。中核となる技術を持たず，特許もな

（12）竹内他［1986コ，pp．382－384．
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い業種では，その情報的資源は，他者との互換性が高く特異性は低い。その

ため，事業開発に有効となる新たな資源は，よく似ている可能性が高い。し

かし，どの情報的資源がどの程度似ているかは，取り入れ口で判断すること

はむずかしい。同じような開発分野の選択がなされたり，他者に追随した事

業開発がなされることもある。その結果，本業での競争関係が，そのまま新

たな事業分野へ持ち込まれることになる。したがって，スタッフが情報的資

源を集中的に管理して，新事業開発の決定をする方がうまくいくのである。

　それでは，突出型の文化がうまくいかないのはなぜか。突出の効用は，新

しい視点を提示する集団をつくることによって，組織構成員の視点を転換さ

せることにある。それは，それまで組織に共有されていた思考・行動様式を

転換させることでもある。その結果，製品，組織の編成などの内容に変化を

もたらす。創造的な突出のための周辺条件は，社内の雑音からの隔離と集団

内に異質性を取り込むことであると主張されている（13）。

　製造業では，突出型の文化の方がうまくいく基本戦略もある。しかし，特

定の戦略の軸との対応関係は見いだせなかった。突出集団は，社内の雑音の

影響を受けたり，異質性の乏しい集団とならざるを得ない場合もある。たと

えぼ，多角化の程度が低い企業は，単一事業で均一な文化を持つ企業に近

い。そこでは，突出集団をつくっても，本流意識による雑音のため，その集

団が十分な動機付けを持つかどうかは疑問である。研究開発能力の高い企業

が組織的な管理のもとに事業開発を行うときも，突出集団を作るよりは，あ

えて漸進的な戦略をとろうとするだろう。また，金融業のように資源の特異

性が低ければ，組織内部に異質な発想が生まれにくくなる。その結果，突出

集団は，十分な異質性を取り込めるとはいえない。むしろ，集団自体が，組

織全体から遊離したものになる可能性が高い。

（13）竹内他［1986コ．
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】V．結び

　本稿では，まず，組織文化の定量化の方法について議論し，測定の結果を

もとに，日本企業の組織文化の構成因子を抽出した。次に，それらの因子が

どのような意味をもつか，その因子をもとにすれば，日本企業の組織文化は

どのような類型化ができるかを議論した。最後に，日本企業の新事業開発と

組織文化の関係を事業開発戦略をもとに分析した。

　組織文化というとらえがたい現象の定量的な研究は，まだこれからの課題

である。その理由の一つは，定量的な研究に対する懐疑的な見方があったか

らである。しかし，ここで得られた結果は，組織文化についての議論で注目

されてきた論点とかかわる。さらに，組織文化の違いも納得できる。

　それでは，組織文化の違いは何によって生み出されたのだろうか。その最

も大きな影響要因は，産業の違いだろう。産業が異なれば，仕事の成果をあ

げるような文化は異なる。この研究でも，産業と組織文化との関係について

分析を行った。その結果をみると，産業は，組織文化に違いをもたらす重要

な影響要因であることが理解できる。しかし，産業の違いだけでは説明でき

ない違いも存在する。同じ産業でも，まったく異なった文化が併存しうる。

むしろ，業種間の組織文化の違いよりも，企業問の組織文化の違いが大きい

ことが確認されている（M）。

　新事業開発との関係では，一定の組織文化をもつ企業において，新事業開

発の成功確率が高いことが明らかになった。組織文化は，目に見えない影響

力であるだけに，その意識的な管理は難しい。しかし，組織文化es　，自然発

生的なものであるが，ある程度までは，意識的に形づくり，伝承することは

できる。その際に重要な役割をはたしているのは，経営理念だろう。そのた

めには，経営理念が，企業の行動や成果にどのような影響を及ぼしている

（14）関西生産性本部［1991コ，pp，49－53．
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か，組織文化とどのようにかかわっているかも分析する必要がある（15）。

　新事業開発の戦略，経営管理システム，組織文化は，新事業の成果をそれ

ぞれが独立して規定するわけではない。なんらかの適合関係があるはずであ

る。その関係は，環境や他の組織特性にも影響され，適合性の程度は，企業

によって微妙に異なる。その違いは，新事業開発に対する経営者の方法論の

違L）を表すといえるのか．もしれない。戦略，経営管理システム，組織文化の

三つの適合関係の分析も，今後の課題である。適合関係の違いを明らかにで

きれば，新事業開発についての戦略的な判断の違いを知ることができるだろ

う。そのためには，環境認識や経営者の個人属性も含めた，より詳しい分析

が必要である。
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